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1 単
行政オンライン化に向けた
押印・署名見直し事業

①行政手続きにおける書面・対面規制見直しの取組を行うこと
により、行政オンライン化に向け準備をすすめるもの。
②委託料
③押印・署名見直し業務委託料　2,530千円
④町

2,420,000 2,420,000 R3.7～R4.3

・押印規制見直し洗い出し手続き数1,737
件
・押印規制見直しに係る例規案作成数
240件

行政手続きにおける書面・対面規制の見
直したことによる、接触時間の短縮等に
より感染症対策に寄与することができ
た。

総務課

2 単
新型コロナウイルス感染症
対策用指定避難所運営物品
収納庫整備事業

①災害想定区域外に立地し、開設可能性の高い指定避難所
において、災害発生時に円滑に開設・運営するために、段ボー
ルパーテーション等の新型コロナウイルス感染症対策用指定
避難所運営物品を保管するためのプレハブ倉庫を整備するも
の。
②収納庫整備工事費
③2,882千円（3ヵ所）
④町内避難所3ヵ所

2,733,500 2,733,500 R3.7～R3.11 ・避難所運営物品収納庫設置
感染症対策用指定避難所運営物品の保
管倉庫を整備し、災害発生時に備える体
制を整えることができた。

まちづくり防災課

3 単
新型コロナウイルス感染症
ワクチン接種協力支援事業

①新型コロナウイルス感染症ワクチン接種を実施する町内の
医療機関に対し、ワクチン接種の円滑な実施と医療機関の経
営支援のため接種1件につき300円を支援金として給付するも
の。
②医療機関への協力金
③接種見込者数16,775人×2回×協力金300円
④町内医療機関7ヵ所

8,337,300 8,337,300 R3.4～R4.3

・協力金支給額　8,337,300円
【支給先医療機関】
　おいらせ病院
　石田温泉病院
　下田診療所
　三上医院
　こんの医院
　下田東クリニック
　青い森こどもアレルギークリニック
　こおり耳鼻科クリニック

ワクチン接種を実施する町内医療機関を
支援することにより、接種の円滑な実施
と経営支援を行うことができた。

保健こども課

4 単
小・中学校施設給水設備取
替事業

①感染症の拡大防止のため、児童・生徒の安心安全を確保す
るため、小・中学校の蛇口をレバー式に替え、感染リスクの低
減を図るもの。
②給水設備取替工事費
③小学校5校　370個×4,680円
中学校3校　130個×4,680円
④小学校5校、中学校3校

2,057,000 2,057,000 R3.7～R3.11

・蛇口レバー取替
　下田小学校
　木内々小学校
　木ノ下小学校
　百石小学校
　木ノ下中学校
　百石中学校
　計　423箇所

蛇口をレバー式に交換することにより、
感染リスクの低減を図ることができた。

学務課
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5 単
新型コロナウイルス感染予
防対応スクールバス更新事
業

①安心安全な登下校の運行を行うため、既存のスクールバス
から感染予防のための装備が充実した新型のスクールバスへ
更新するもの。
②備品購入費、役務費、保険料、公課費
③
・バス本体　23,837,780円×2台
・コロナ対策（運転席防御シールド、除菌装置付加）440,000円
×2台
・購入にかかる費用（役務費97,340円（リサイクル料等）、保険
料26,480円（自賠責保険料）、公課費82,000円（自動車重量
税））
④スクールバス2台

46,311,880 46,311,880 R3.7～R4.3
・スクールバス購入
　45人乗り　2台

感染予防のための装備が充実してス
クールバスへ更新したことにより。登下校
時の感染予防に寄与することができた。

学務課

6 単
新しい生活様式対応推進助
成金交付事業

①売上が減少した町内の小規模事業者(飲食、露天商、タク
シー、運転代行、卸、小売、サービス)のうち、感染拡大防止と
事業の維持発展のために「新しい生活様式」に対応する設備
や機械、資材を町内業者を介して購入、整備した事業者に支
援金を助成するもの。
②補助金
③【対象期間】令和3年4月1日から令和3年12月末日までの間
に導入したもの。
【助成額】上限10万円
10万円×100者
④小規模事業者

5,497,872 5,497,872 R3.6～R4.2

・対象事業者数　166件
・時間外勤務手当　75,411円
・通信運搬費　63,000円
・補助金　5,359,461円

町内小規模企業者の「新しい生活様式」
に対応する設備や機械、資材の購入、整
備を進めることができた。

商工観光課

7 単
商工会プレミアム付飲食券
発行事業

①宴会や外食の自粛により売上が激減している状況下にある
飲食店の経営救済や地域経済の活性化を図るため、飲食店
に限定したプレミアム付飲食券（プレミアム率40％、7,000円分
の飲食券を5,000円で販売）を発行するおいらせ町商工会に補
助するもの。
②補助金（プレミアム資金、事務費）
③プレミアム分6,000千円（2千円×3,000セット）、商工会事務
費2,500千円
④おいらせ町商工会

7,727,135 7,727,135 R3.6～R4.2
・補助金　7,727,135円
　うち商品券プレミアム分　5,936,143円
　うち商工会事務費分　1,790,992円

飲食店の経営救済及び地域経済の活性
化を図ることができた。

商工観光課
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8 単 水産物プレミアム販売事業

①飲食店の休業や時間短縮営業等により水産物の市場価格
や消費が減少している現状において、水産物の消費拡大及び
地域経済の活性化を図るため、ホッキ貝のプレミアム販売を漁
協と共同で実施するもの。
3,000円分の水産物を1,000円で販売。プレミアム2,000円付加。
販売数1,000セット。
②補助金、印刷製本費、通信運搬費、時間外勤務手当
③補助金2,000千円（プレミアム分2千円×1,000セット）、印刷
製本費313千円、通信運搬費85千円、時間外勤務手当143千
円
④百石町漁業協同組合、町

2,328,532 2,328,532 R3.8～R4.1

・時間外勤務手当　121,552円
・印刷製本費　122,980円
・通信運搬費　84,000円
・補助金　2,000,000円
　販売実績　1,000セット

水産物の市場価格や消費が減少してい
る漁業者の経営支援及び地域経済の活
性化を図ることができた。

農林水産課

9 単 農産物プレミアム販売事業

①飲食店の休業や時間短縮営業等により農産物の市場価格
や消費が減少している現状において、農産物の消費拡大及び
地域経済の活性化を図るため、町内の米・野菜の詰め合わせ
セットのプレミアム販売を町及び農協2支店と共同で実施する
もの。
3,000円分の農産物を1,000円で販売。プレミアム2,000円付加。
販売数700セット。
②補助金、時間外勤務手当
③農協への補助金540千円、時間外勤務手当144千円
④十和田おいらせ農業協同組合、町

625,944 625,944 R3.8～R3.12
・時間外勤務手当　85,944円
・補助金　540,000円
　販売実績　700セット

農産物の市場価格や消費が減少してい
る農業者の経営支援及び地域経済の活
性化を図ることができた。

農林水産課

10 単
おいらせ病院事業会計繰出
（オンライン会議システム整
備事業）

①医師をはじめとした医療従事者が外部の会議や資格認定の
研修等へ感染リスクのない形で参加が可能となる体制を整備
するため、オンライン会議システムを導入するもの。
②繰出金
③国民健康保険おいらせ病院事業会計へ繰り出し、オンライ
ン会議システム導入に要する経費を交付対象経費とする。
・タブレットＰＣ購入（6台） 266,420円×6台
・オンライン会議ライセンス　36,300円
④国民健康保険おいらせ病院

1,635,000 716,000 R3.4～R4.3 オンライン会議用タブレットPC購入

新型コロナウイルス対策に伴い、国・県
などの多くの会議・研修等がリモートで行
われているが、WEB会議システムを整備
したことによりスムーズに対応することが
できた。

おいらせ病院

11 単
おいらせ病院事業会計繰出
（トリアージ実施事業）

①院内の感染対策を強化するため、発熱者の施設への進入を
防ぐことを目的とし、来院者の検温、症状の確認を行い外来看
護師などへの連絡等を含め、施設入口にてトリアージを実施す
るための案内人を配置するもの。
②繰出金
③国民健康保険おいらせ病院事業会計へ繰り出し、トリアージ
実施に要する費用を交付対象経費とする。
・トリアージ業務委託料　4,237,200円
④国民健康保険おいらせ病院

4,238,000 1,857,000 R3.4～R4.3
院内の感染対策を強化を目的として、施
設入口にトリアージを実施するための案
内人を配置。

施設入口にてトリアージを実施したことに
より、院内の感染対策を強化することが
できた。

おいらせ病院
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12 単
おいらせ病院事業会計繰出
（新型コロナウイルス感染症
対応体制確保事業）

①おいらせ病院は、町内で唯一の帰国者・接触者外来として
発熱患者の受け入れを行っており、対応する医師・看護師・技
師は、感染リスクの高いなかで診療を行っている。新型コロナ
感染が疑われる患者に対応する防疫作業手当等の特殊勤務
手当を支給することで、発熱外来の診療体制の維持を図るも
の。
②繰出金
③国民健康保険おいらせ病院事業会計へ繰り出し、院内体制
確保に伴る防疫作業手当等の特殊勤務手当に要する費用を
交付対象経費とする。
・防疫等作業手当　4,012,000円
6ヶ月実働計2,006,000円×2（1年換算）
④国民健康保険おいらせ病院

4,012,000 1,757,000 R3.4～R4.3
医療従事者に対する防疫作業手当等の
特殊勤務手当を支給。

発熱外来の診療体制の維持に寄与する
ことができた。

おいらせ病院

13 単
役場本庁舎自動ドア改修事
業

①役場本庁舎内の3密回避のため、来庁者の出入口に制限を
設けるもの。自動ドアを「入口専用」と「出口専用」とし来庁者の
通行を一方通行とすることで玄関ロビーの混雑の緩和を図るも
の。
②工事請負費
③本庁舎自動ドア改修工事費　1,430千円
④役場本庁舎

1,210,000 1,210,000 R3.11～R3.12
・本庁舎自動ドア改修工事費
　1,210,000円

自動ドアを「入口専用」と「出口専用」とし
来庁者の通行を一方通行とするにより、
玄関ロビーの混雑緩和を図ることができ
た。

総務課

14 単
議場卓上アクリル板購入事
業

①議場では飛沫感染が懸念されることから議場の全ての席
に、卓上アクリル板を設置し、感染防止を図るもの。
②庁用器具費
③議員席・課長席（コ型）47,190円×18個＝849,420円
議員席（L型）33,770円×10個＝337,700円
質問者席　38,500円×1個＝38,500円
課長席（L型）　30,800円×20個＝616,000円
議長席、演壇（コ型）　53,680円×2個＝107,360円
局長席（L型）31,020円×1個＝31,020円
④役場本庁舎議場

1,320,000 1,320,000 R3.10～R3.12
・庁用器具費　1,320,000円
　アクリル板　52台購入

議場の全ての席に卓上アクリル板を設置
することにより、感染対策を図ることがで
きた。

議会事務局

15 単
成人式開催に伴う感染拡大
防止事業

①成人式の実施にあたり、新成人参加者に対し来場前に抗原
検査を実施することで、式での感染拡大の防止を図るもの。ま
た、令和2年度の成人式を感染拡大の影響により中止としてい
たことから、今年度は、昨年度中止分を含めた2ヵ年度分を実
施する予定としている。
②消耗品費
③抗原検査キット代金及び送料　1,453,100円
検査キット2,420円×300人×2ヵ年分+送料1,100円
④令和2年度及び令和3年度成人式対象者

1,425,600 1,425,600 R3.11～R3.12
・消耗品費　1,425,600円
　抗原検査キット、アクリル板衝立　等

新成人を対象とした抗原検査を実施する
ことで感染リスクの低減を図ることができ
た。

社会教育・体育課
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16 単

おいらせ病院事業会計へ繰
出（新型コロナウイルスワク
チン接種受付・案内要員確
保事業）

①新型コロナワクチン接種にあたり、受付・案内要員を配置す
ることにより、円滑に接種業務が行われるよう体制を整備する
もの。
②繰出金
③国民健康保険おいらせ病院事業会計へ繰り出し、ワクチン
接種受付、案内要員の確保に要する経費を交付対象経費とす
る。
新型コロナワクチン接種受付・案内業務委託料　3,083,740円
④国民健康保険おいらせ病院

6,660,000 6,660,000 R3.4～R4.3
新型コロナワクチン接種に対応する受付・
案内要員を配置。

ワクチン接種時に受付・案内要員を配置
することにより、円滑に接種を行うことが
できた。

おいらせ病院

17 単 事業継続支援給付金

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響による行動自粛等よ
り影響を受けた町内の小規模企業者に対し、給付金を交付す
ることにより事業継続を支援するもの。
【対象者・給付金額】
令和元年または令和2年と比較し、令和3年の事業収入が20％
以上減収した小規模企業者（飲食店、タクシー業、自動車運転
代行業、露天商、卸売業、小売業、サービス業）に対し、一律
10万円の給付金を交付する。
②給付金
③100,000円×200事業者
④小規模企業者

17,500,000 17,500,000 R3.11～R4.2 175事業所×100,000円
売上が減少した小規模企業者に対し、給
付金を交付することにより事業継続を支
援することできた。

商工観光課

18 単 漁業者支援定額給付金事業

①新型コロナウイルスの影響により、水産物の魚価及び需要
が減少し収入が減少している漁業者に対し給付金を交付する
ことにより経営の安定・継続を支援するもの。
【対象者・給付金額】
令和3年中に出漁した漁船所有者で令和3年中のいずれかの
月において収入が、令和元年または令和2年の同月と比較し
て減収した漁業者に対し一律10万円の給付金を交付する。
②給付金
③給付金　100,000円×40人
通信運搬費　84円×40人
時間外勤務手当　20,480円
④漁業者

1,906,303 1,906,303 R3.11～R4.1
漁業者19人×100,000円
時間外勤務手当　6,303円

新型コロナウイルスの影響により、魚価
の下落等により影響を受けている漁業者
に対して支援を行うことで、経営の安定・
継続に対する支援が図られた。

農林水産課
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19 単
主食用米価格安定対策給付
金事業

①新型コロナウイルスの影響により主食用米の需要減少し、
米2021年産米の概算金が大幅に下落したことを受け、稲作農
家に対し給付金を支給することにより経営の安定・継続を支援
するもの。
【対象者・給付金額】
稲作農家であり、2021年産の主食用米の作付面積に応じ、1ａ
あたり500円の給付金を交付する。
②給付金
③給付金　39,720a×500円
通信運搬費　稲作農家350人×84円
時間外勤務手当　55,400円
④稲作農家

18,940,400 18,940,400 R3.11～R4.3
37,822a（稲作農家309件）×500円
通信運搬費　29,400円

主食用米の需要減少に伴う価格安定対
策を行うことで、収入減により営農意欲を
失っていた稲作農家への経済的支援と
経営安定を図ることができた。

農林水産課

20 単
成人式開催に伴う感染拡大
防止事業②

①成人式の実施にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響
により、成人式参加を断念せざるを得ない新成人や会場に入
場できない保護者に向けて後日オンライン上で視聴できる、式
典の模様を撮影した映像を配信するもの。
②委託料
③映像撮影、編集及び配信一式　800千円
④令和2年度及び令和3年度成人式対象者とその保護者

499,400 499,400 R3.12～R4.2 ・成人式配信等業務

成人式の実施にあたり、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、成人式参加を
断念せざるを得ない新成人や会場に入
場できない保護者に向けて後日オンライ
ン上で視聴できる、式典の模様を撮影し
た映像を配信するもの。

社会教育・体育課

21 単 図書館パワーアップ事業

（電子図書館用児童図書購入事業）
①電子図書館の児童図書のコンテンツを拡充し、読書環境の
充実を図る。今年度導入した小中学生一人一台のタブレット端
末を活用し、感染予防対策を講じた子どもの読書環境の向上
を推進するもの。
②電子図書館用児童図書購入費
③電子児童図書購入費　300千円（3千円×1,000冊）
④電子図書館

300,000 300,000 R3.11～R3.12 電子図書購入3,000円×1,000冊
閲覧数はR2.12月の53回/月に対し、
R3.12月は1819回/月と大幅に向上して
いる。

社会教育・体育課

22 単
役場分庁舎換気改善対策事
業

①役場分庁舎の換気対策のため、換気時にリモートスイッチに
より換気ができるよう改修する。また、換気必要性を判断する
ため二酸化炭素濃度計測器を購入する。
②工事請負費、備品購入費
③自動ドア改修工事費　1式×1,192千円
二酸化炭素濃度計測器　1台×27千円
④役場分庁舎

701,448 701,448 R4.1～R4.3
自動ドア改修工事　682,000円
CO2濃度測定器　9,724円×2

換気対策の向上により、新型コロナウイ
ルス感染症対策を図ることができた。

総務課
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23 単 町地域振興協議会補助事業

①新型コロナウイルス感染症の収束祈願、新成人の門出のお
祝い、医療従事者等への感謝の気持ちを込めて行う町地域振
興協議会が行う「おいらせ新春花火大会」の経費の一部を補
助する。
②補助金
③補助金　1,000千円
④町地域振興協議会

1,000,000 1,000,000 R3.12～R4.1 補助金　1,000,000円
「おいらせ新春花火大会」の実施により、
町の地域振興に寄与することができた。

政策推進課

24 単
令和3年度子育て世帯臨時
特別支援事業

①国の子育て世帯臨時特別支援事業において所得制限で対
象外となる世帯や離婚により受け取ることができなかったひと
り親家庭等に対して、0歳から高校3年生までの子どもたち1人
あたり10万円を給付する。
②給付金
③291人×100千円
④平成15年4月2日から令和4年3月31日までに出生した者

17,500,000 17,500,000 R3.12～R4.3 支給対象児童175人×100,000円
国の子育て世帯臨時特別支援事業の対
象外となった児童に対する支援を実施で
きた。

保健こども課

25 単
町内中学校修学旅行キャン
セル料支援事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって修学旅行が
中止となった場合に発生するキャンセル料等について保護者
の負担軽減を図るため金銭的支援する。
②中止に伴うキャンセル料等
③対象生徒
百石中学校　61名×3,459円　木ノ下中学校　92名×3,795円
④キャンセルとなった対象生徒の保護者

560,139 560,139 R3.7～R3.11

百石中学校　61人×3,459円
＝210,999円
木ノ下中学校　92人×3,795円
＝349,140円

新型コロナウイルス感染症の影響等によ
り修学旅行に出席できなかった生徒の保
護者に対する支援を実施できた。

学務課

26 単
新生児特別定額給付金交付
事業

①国の特別定額給付金の対象を拡大し、令和2年4月28日～
令和3年4月1日の期間に出生し、おいらせ町に初めて住民登
録された児童に対し、1人あたり10万円を給付する。
②給付金
③給付金200千円（出生児童数2人×100千円）
④令和3年4月1日に出生した児童

200,000 200,000 R3.4 対象児童2人×100,000円

R3.4.1に出生した新生児に支援金を給付
することができた。（令和2年度からの継
続事業。R2.4.28からR3.4.1までに出生し
た新生児一人につき10万円を給付）

保健こども課

27 単
確定申告受付会場分散化事
業

①新型コロナウイルス感染症予防を目的として「密接」、「密
集」を避けるため、例年本庁舎1ヵ所で確定申告会場を設けて
いたが、確定申告会場を本庁舎と分庁舎の２箇所に分散さ
せ、確定申告会場で感染者が発生した場合においても事務の
継続を図るもの。
②人件費、委託料、借上料、消耗品費
③人件費（臨時職員の増員分）　618千円
委託料　205千円（システム諸設定）
借上料　60千円
④申告受付会場（町役場分庁舎）

878,000 878,000 R3.12～R4.3

会計年度職員増員（2人）分人件費
617,300円
申告会場分散端末設置委託料
138,600円
追加端末セットアップ作業委託料
66,000円
申告会場分散追加受付端末借上料
56,100円

確定申告会場を本庁舎と分庁舎の２箇
所に分散させることにより、感染症対策
を強化することができた。

税務課
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28 単 スポットクーラー等購入事業

①夏季の暑い時期における冷房設備のない役場庁舎内の会
議室等において3密対策の一つになっている換気を向上させる
ためスポットクーラーとダクトを設置し、感染症対策を講ずる。
②備品購入費
③スポットクーラー一式　161千円
・スポットクーラー　3台
・アルミダクト　12本
・アルミダクトテープ　4本
④役場庁舎

160,600 160,600 R3.8 スポットクーラー一式購入費　160,600円
夏季に冷房設備のない会議室等におい
て、マスク着用を徹底できる環境整備と、
換気向上を図ることができた。

総務課

29 単
イベント等における感染拡大
防止事業

①イベント等の開催にあたり、アクリル板衝立を購入し、感染
防止を図る。
②消耗品費
③アクリル板衝立
大：23枚×3,000円×1.1
小：12枚×1,750円×1.1
④町（イベント等で使用）

99,000 99,000 R3.8～R3.9 アクリル衝立板35枚　99,000円
感染予防のためアクリル板衝立を購入
し、感染予防対策を徹底できた。

社会教育・体育課

30 単 感染拡大防止事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止に向け、庁内体制の拡
充を図るとともにマスクや消毒液等の感染対策、人との接触を
極力控えるための対策を行う。
②感染症対応に要した職員の時間外勤務手当、接触機会低
減を目的とする郵送でのやり取りに要する封筒（料金受取人
払）印刷製本費、前述した受取人払封筒でのやり取りに要する
通信運搬費、消毒液、ペーパータオル等感染対策に要する消
耗品費
③時間外勤務手当　79千円
印刷製本費　358千円
消耗品費　785千円
通信運搬費　377千円
④町

1,316,780 1,316,780 R3.4～R4.3

新型コロナウイルス感染症対応経費
・消耗品費　582,416円
・通信運搬費　376,636円
・印刷製本費　357,728円

3密の回避など「新しい生活様式」を充分
に意識した感染予防策を講じることがで
きた。

全課（政策推進課取
りまとめ）

31 単
感染拡大防止事業（時間外
勤務手当）

①新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備及び感染対策
に係る体制拡充のための職員の時間外勤務手当
②新型コロナウイルス感染症対策に係る職員の時間外手当
③時間外勤務手当　1,726千円
④町職員

880,753 880,753 R3.4～R4.3

・R3.4～R4.3の期間中におけるワクチン接
種対応、感染対策対応等に要した時間外
勤務手当
880,753円

ワクチン接種及び感染対策等の対応に
係る時間外勤務手当の支給により、体制
拡充のための職員確保に寄与すること
ができた。

保健こども課
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32 単
おいらせ病院事業会計へ繰
出（感染拡大防止事業）

①院内の感染対策を強化するため、消耗備品を整備する。
②繰出金
③国民健康保険おいらせ病院事業会計へ繰り出し、院内の感
染症対策に要する経費（マスク、消毒液ペーパータオル、アク
リル板等の消耗品費）を交付対象経費とする。
消耗品費　672千円
④国民健康保険おいらせ病院

673,000 673,000 R3.4～R4.3
感染対策の強化を目的とした消耗備品の
購入。

マスク等の物品を整備することにより、感
染予防策を徹底できた。

おいらせ病院

33 補 子ども・子育て支援交付金

①延長保育事業等の地域子ども・子育て支援事業等におい
て、職員が新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りなが
ら業務を継続的に実施していくために必要な経費等を補助等
するもの。国、県、町　各１／３負担。
②町内事業運営者への補助金及び町直営事業
③延長保育事業　13ヶ所（定員による）3,150千円
　地域子育て支援拠点事業　3ヶ所×300千円＝900千円
　一時預かり事業　2ヶ所×300千円＝600千円
　病児保育事業　1ヶ所×300千円＝300千円
　放課後児童健全育成事業　4ヶ所（定員による）4,800千円
　利用者支援事業　1ヶ所×300千円＝300千円
　乳児家庭全戸訪問事業　1ヶ所×300千円＝300千円
　養育支援訪問事業　1ヶ所×300千円＝300千円
④町内事業運営者17ヶ所、町直営1ヵ所
№34と同一

8,855,210 2,953,210 R3.4～R4.3
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当
※コロナ対策に係る部分のみ対象

国補助金に係る町負担分に対する充当 保健こども課

34 補
学校保健特別対策事業費補
助金

①感染リスクを最小限にしながら教育活動を継続するための
備品等を整備する。
②パルスオキシメーター、CO2モニター、空気清浄機、加湿器
等
③補助上限額（8校分計）4,275,000円
補助対象経費5,178,000円×補助率1/2＝2,587,000円
④町内小中学校８校

3,740,183 1,870,183 R3.4～R4.3
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当

国補助金に係る町負担分に対する充当 学務課

35 補
公立学校情報機器整備費補
助金

(GIGAスクールサポーター配置支援事業)
①国が進めるGIGAスクール構想に基づき、町内小中学校にお
けるICTを推進するためのサポーターを配置する。
②業務委託（機器・ソフトウェア操作説明、障害切り分け等の
作業）
③月額264,000円12月×1人＝3,168,000円
④町内小中学校８校

3,062,400 1,531,400 R3.4～R4.3
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当

国補助金に係る町負担分に対する充当 学務課
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36 補

疾病予防対策事業費等補助
金（予防接種法に基づく定期
接種（ロタウイルスワクチン）
に係るマイナンバー情報連
携体制整備事業）

（予防接種法に基づく定期接種（ロタウイルスワクチン）に係る
マイナンバー情報連携体制整備事業）
①新型インフルエンザ等対策特別措置法の公布に伴うマイナ
ンバー制度の推進により、特定個人番号88として「新型インフ
ルエンザ等対策特別措置法による予防接種の実施に関する
情報」を追加するため既存システムを改修するもの。国2/3、町
1/3負担。
②システム改修費
③システム改修委託料　492,800円
④システム改修費用一式

158,000 53,000 R3.10～R4.10
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当

国補助金に係る町負担分に対する充当 保健こども課

37 補
疾病予防対策事業費等補助
金（健（検）診結果等の様式
の標準化整備事業）

（健（検）診結果等の様式の標準化整備事業）
①健康管理システムのマイナンバー連携に伴い既存システム
を改修するもの。PHR健診結果様式標準化対応。国、町　各１
／２負担。
②システム改修費
③システム改修委託料　一式　987,525円
④システム改修費用一式

986,700 636,700 R3.10～R4.3
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当

国補助金に係る町負担分に対する充当 保健こども課

38 補
疾病予防対策事業費等補助
金（健（検）診情報連携シス
テム整備事業）

（健（検）診情報連携システム整備事業）
①健康管理システムのマイナンバー連携に伴い既存システム
を改修するもの。PHR健診結果様式標準化対応。国２／３、町
１／３負担。
②システム改修費
③システム改修委託料　一式　2,873,750円
④システム改修費用一式

2,873,200 1,514,200 R3.10～R4.3
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当

国補助金に係る町負担分に対する充当 保健こども課

39 補
保育対策総合支援事業費補
助金

①幼保連携型認定こども園及び児童厚生施設において、職員
が新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら業務を
継続的に実施していくために必要な経費等を補助するもの。
国、町　各１／２負担。
②町内事業運営者への補助金
③幼保連携型認定こども園13施設（定員による）6,300千円
　児童厚生施設　3ヶ所×300千円＝900千円
④町内施設　16施設

5,897,000 2,949,000 R3.4～R4.3
・交付金対象事業の内、町負担分の額に
充当

国補助金に係る町負担分に対する充当 保健こども課


